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プレスリリース                                          平成 23 年 12 月 9 日 

 
関係者各位 

 

大和インベスター・リレーションズ株式会社 

〒104‐0031 東京都中央区京橋 1-2-1 

大和八重洲ビル 

Ｔｅｌ 03-5555-4111(代表) Ｆａｘ 03-5202-2020 

「2011 年インターネットＩＲ・ベスト企業賞」を発表 

 

大和インベスター・リレーションズ株式会社（東京都中央区 社長：駿田 和彦 以下、 「大和ＩＲ」）は、 

企業のインターネットＩＲサイトを独自の基準で定量的に評価・採点し、以下の３賞の受賞企業を選定いた

しました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インターネットＩＲ表彰企業の選定は、2000 年に開始し、今回で 12 回目になります。 

今回の選定にあたり、青山学院大学大学院国際マネジメント研究科の北川哲雄教授のご監修のもと、

選定プロセスに関するアドバイスをいただきました。①開示に関わる法令の改正等の制度対応、②財務

データの利用者側に立った利便性を重視したコンテンツの提供、③CSR（ESG）など非財務情報の国際基

「2011 年インターネットＩＲ・ベスト企業賞」          25 社 

「2011 年インターネットＩＲ・ベスト企業賞グランプリ」   3 社 

「2011 年インターネットＩＲ・優良企業賞」          151 社 

株式会社東芝(6502)、日本電気株式会社(6701)、 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ(9437)  ※証券コード順 

 

※ 優良企業賞受賞企業につきましては 4～6 ページを参照ください。 

アステラス製薬株式会社(4503)、株式会社オリエンタルランド(4661)、 

富士フイルムホールディングス株式会社(4901)、ＪＸホールディングス株式会社(5020)、 

グローリー株式会社(6457)、ミネベア株式会社(6479)、富士電機株式会社(6504)、 

オムロン株式会社(6645)、ＴＤＫ株式会社(6762)、三菱重工業株式会社(7011)、 

富士重工業株式会社(7270)、株式会社リコー(7752)、日本ユニシス株式会社(8056)、 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ(8306)、 

リコーリース株式会社(8566)、東京海上ホールディングス株式会社(8766)、 

東急不動産株式会社(8815)、エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社(8933)、 

東京急行電鉄株式会社(9005)、日本電信電話株式会社(9432)、 

ＫＤＤＩ株式会社(9433)、東京瓦斯株式会社(9531)、株式会社カプコン(9697)、 

株式会社ベネッセホールディングス(9783)、ソフトバンク株式会社(9984) 

  ※証券コード順 

 

※ 株式会社大和証券グループ本社はベスト企業賞の選定基準を満たしておりますが、表彰からは除外しております。 
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準・国際比較への対応、④東日本大震災及びタイ バンコクにおける洪水被害により重要性が更に高ま

った危機管理に関する積極的な開示、⑤伝統的な手法に加えソーシャルメディアや高機能通信機器に

対応したコミュニケーションの実施。以上①～⑤の観点から、採点基準の見直しを行い、定量的に採点い

たしました。 

 

※2012 年 1 月 13 日（金）に表彰式を開催いたします。 

 

 

○選定基準     ＜調査期間：2011 年 9 月 20 日～11 月 30 日＞ 

 

（1） 一次審査にあたっては、当社の掲げるＩＲの要諦「５T&C」（Timely（適時性）、Transparent（透明

性）、Traceable（追跡可能性）、Trustworthy（信頼性）、Total（包括性）＋Communication（双方向

性））の考えに基づき、インターネットのメディア特性を重視した下記の基本項目について全上場

企業 3,661 社のホームページを調査。 

 

・適時開示情報開示/ニュースリリースの状況 

・直近期の決算短信の状況 

・株主向けの任意刊行物の状況 

・その他の任意刊行物の状況 

・プレゼンテーション資料などのＩＲイベントの状況 

・お問い合わせ先の表示 

 

（2） 二次審査対象 1,471 社のＩＲサイトを大和ＩＲの評価採点表（100 点満点）に基づいて採点。 

 

＜採点の主なポイント＞ 

・ 開示に関する法制度改正に十分対応しているか。 

・ 財務データの利用者側に立った利便性を向上させているか。 

・ CSR（ESG）など非財務情報への国際基準・国際比較へ積極的に対応しているか。 

・ 東日本大震災に関して適切な情報開示が行われているか。 

・ 事業継続計画（Business continuity planning）ついて言及しているか。 

・ ソーシャルメディアや高機能通信機器など最新のコミュニケーション手法に対応しているか。 

・ 英文サイトも日本語サイトと格差なく対応が図られているか。 

 

なお、個人投資家・機関投資家・外国人投資家など各投資家属性を意識した IR サイトの構

築・運営を適切に反映させるため、採点手法と配点の検証・修正を行いました。 

 

（3） 評価点が 85 点以上で英語サイトが 60 点以上の企業を「ベスト企業賞グランプリ」として選定。 

 

（4） 評価点が 75 点以上で英語サイトが 50 点以上の企業を「ベスト企業」として選定。 

 

（5） 評価点が 60 点以上の企業を「優良企業」として選定。 

 

○全体の評価結果の概要 

 

（1） 二次審査対象 1,471 社の採点結果の平均は 41.1 点。（前年の平均は 37.7 点） 

 

（2） 業種別では、海運業、保険業の評価点が高く、銀行業、小売業が低い。［別表１］ 
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○ 北川教授略歴 

 

・ 早稲田大学商学部卒業・同大学院修士修了の後、中央大学大学院博士課程修了（経済学博士）。 

・ 野村総合研究所、JP モルガンインベストマネジメント等でアナリスト業務に従事の後、2005 年より現

職。 

・ 専門は「インベスター・リレーションズ」「コーポーレート・ガバナンス」「投資情報分析」 

・ 主な社会的活動として、日本 IR 研究学会理事、証券経済学会監事、日本証券アナリスト協会試験

委員・編集委員会委員。 

・ 主な著書として、 

①『ＩＲユニバーシティ ＩＲオフィサー入門』（単著、国際商業出版）2010 年 

②『資本市場ネットワーク論』（単著、文真堂）2007 年 

③『コーポーレート・ガバナンスと企業価値』（分担執筆、石崎忠司他編、中央大学出版部）2007 年 

④『企業価値向上のための IR・経営戦略』（共著、岡田衣里他 東洋経済新報社）2004 年 

⑤『証券アナリストのための企業分析』（共著、阿部大輔他、東洋経済新報社）2004 年  

⑥『企業分析と資本市場』（単著、東洋経済新報社）2000 年 

 

＜ベスト企業賞グランプリ＞ 3 社 

証券コード 会社名 業種分類
6502 株式会社東芝 電気機器
6701 日本電気株式会社 電気機器
9437 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 情報・通信業

 

＜ベスト企業賞＞ 25 社 

証券コード 会社名 業種分類
4503 アステラス製薬株式会社 医薬品
4661 株式会社オリエンタルランド サービス業
4901 富士フイルムホールディングス株式会社 化学
5020 ＪＸホールディングス株式会社 石油・石炭製品
6457 グローリー株式会社 機械
6479 ミネベア株式会社 電気機器
6504 富士電機株式会社 電気機器
6645 オムロン株式会社 電気機器
6762 ＴＤＫ株式会社 電気機器
7011 三菱重工業株式会社 機械
7270 富士重工業株式会社 輸送用機器
7752 株式会社リコー 電気機器
8056 日本ユニシス株式会社 情報・通信業
8306 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業
8566 リコーリース株式会社 その他金融業
8766 東京海上ホールディングス株式会社 保険業
8815 東急不動産株式会社 不動産業
8933 エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社 不動産業
9005 東京急行電鉄株式会社 陸運業
9432 日本電信電話株式会社 情報・通信業
9433 ＫＤＤＩ株式会社 情報・通信業
9531 東京瓦斯株式会社 電気・ガス業
9697 株式会社カプコン 情報・通信業
9783 株式会社ベネッセホールディングス サービス業
9984 ソフトバンク株式会社 情報・通信業  

※ 株式会社大和証券グループ本社はベスト企業賞の選定基準を満たしておりますが、表彰からは除外しております。 
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＜優良企業賞＞ 151 社 

証券コード 会社名 業種分類
1332 日本水産株式会社 水産・農林業
1605 国際石油開発帝石株式会社 鉱業
1812 鹿島建設株式会社 建設業
1973 ＮＥＣネッツエスアイ株式会社 情報・通信業
1982 日比谷総合設備株式会社 建設業
2120 株式会社ネクスト サービス業
2131 株式会社アコーディア・ゴルフ サービス業
2163 株式会社アルトナー サービス業
2267 株式会社ヤクルト本社 食料品
2269 明治ホールディングス株式会社 食料品
2331 綜合警備保障株式会社 サービス業
2440 株式会社ぐるなび サービス業
2502 アサヒグループホールディングス株式会社 食料品
2503 キリンホールディングス株式会社 食料品
2579 コカ・コーラウエスト株式会社 食料品
2760 東京エレクトロン　デバイス株式会社 卸売業
2767 フィールズ株式会社 卸売業
2768 双日株式会社 卸売業
2802 味の素株式会社 食料品
2809 キユーピー株式会社 食料品
2810 ハウス食品株式会社 食料品
2811 カゴメ株式会社 食料品
2897 日清食品ホールディングス株式会社 食料品
2914 日本たばこ産業株式会社 食料品
3034 クオール株式会社 小売業
3265 ヒューリック株式会社 不動産業
3313 ブックオフコーポレーション株式会社 小売業
3353 株式会社メディカル一光 小売業
3401 帝人株式会社 繊維製品
3402 東レ株式会社 繊維製品
3405 株式会社クラレ 化学
3789 ソネットエンタテインメント株式会社 情報・通信業
4004 昭和電工株式会社 化学
4151 協和発酵キリン株式会社 医薬品
4208 宇部興産株式会社 化学
4340 株式会社シンプレクス・ホールディングス 情報・通信業
4348 インフォコム株式会社 情報・通信業
4506 大日本住友製薬株式会社 医薬品
4516 日本新薬株式会社 医薬品
4519 中外製薬株式会社 医薬品
4523 エーザイ株式会社 医薬品
4568 第一三共株式会社 医薬品
4666 パーク二四株式会社 不動産業
4668 株式会社明光ネットワークジャパン サービス業
4674 株式会社クレスコ 情報・通信業
4739 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 情報・通信業
4751 株式会社サイバーエージェント サービス業
4775 総合メディカル株式会社 小売業
4817 株式会社ジュピターテレコム 情報・通信業
4912 ライオン株式会社 化学
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証券コード 会社名 業種分類
4927 株式会社ポーラ・オルビスホールディングス 化学
5007 コスモ石油株式会社 石油・石炭製品
5019 出光興産株式会社 石油・石炭製品
5101 横浜ゴム株式会社 ゴム製品
5201 旭硝子株式会社 ガラス・土石製品
5202 日本板硝子株式会社 ガラス・土石製品
5456 朝日工業株式会社 鉄鋼
5713 住友金属鉱山株式会社 非鉄金属
5715 古河機械金属株式会社 非鉄金属
5741 古河スカイ株式会社 非鉄金属
5812 日立電線株式会社 非鉄金属
6267 ゼネラルパッカー株式会社 機械
6268 ナブテスコ株式会社 機械
6301 株式会社小松製作所 機械
6302 住友重機械工業株式会社 機械
6448 ブラザー工業株式会社 電気機器
6460 セガサミーホールディングス株式会社 機械
6501 株式会社日立製作所 電気機器
6663 太洋工業株式会社 電気機器
6665 エルピーダメモリ株式会社 電気機器
6702 富士通株式会社 電気機器
6723 ルネサスエレクトロニクス株式会社 電気機器
6752 パナソニック株式会社 電気機器
6753 シャープ株式会社 電気機器
6754 アンリツ株式会社 電気機器
6841 横河電機株式会社 電気機器
6859 エスペック株式会社 電気機器
6869 シスメックス株式会社 電気機器
6971 京セラ株式会社 電気機器
6976 太陽誘電株式会社 電気機器
6981 株式会社村田製作所 電気機器
7012 川崎重工業株式会社 輸送用機器
7203 トヨタ自動車株式会社 輸送用機器
7211 三菱自動車工業株式会社 輸送用機器
7222 日産車体株式会社 輸送用機器
7261 マツダ株式会社 輸送用機器
7267 本田技研工業株式会社 輸送用機器
7537 丸文株式会社 卸売業
7618 株式会社ピーシーデポコーポレーション 小売業
7731 株式会社ニコン 精密機器
7732 株式会社トプコン 精密機器
7751 キヤノン株式会社 電気機器
7825 ＳＲＩスポーツ株式会社 その他製品
7832 株式会社バンダイナムコホールディングス その他製品
7860 エイベックス・グループ・ホールディングス株式会社 情報・通信業
7867 株式会社タカラトミー その他製品
7915 日本写真印刷株式会社 その他製品
7966 リンテック株式会社 その他製品
8001 伊藤忠商事株式会社 卸売業
8002 丸紅株式会社 卸売業
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証券コード 会社名 業種分類
8015 豊田通商株式会社 卸売業
8031 三井物産株式会社 卸売業
8035 東京エレクトロン株式会社 電気機器
8053 住友商事株式会社 卸売業
8058 三菱商事株式会社 卸売業
8060 キヤノンマーケティングジャパン株式会社 卸売業
8303 株式会社新生銀行 銀行業
8308 株式会社りそなホールディングス 銀行業
8309 三井住友トラスト・ホールディングス株式会社 銀行業
8316 株式会社三井住友フィナンシャルグループ 銀行業
8331 株式会社千葉銀行 銀行業
8363 株式会社北國銀行 銀行業
8410 株式会社セブン銀行 銀行業
8411 株式会社みずほフィナンシャルグループ 銀行業
8473 ＳＢＩホールディングス株式会社 証券・商品先物取引業
8519 ポケットカード株式会社 その他金融業
8570 イオンクレジットサービス株式会社 その他金融業
8572 アコム株式会社 その他金融業
8574 プロミス株式会社 その他金融業
8591 オリックス株式会社 その他金融業
8604 野村ホールディングス株式会社 証券・商品先物取引業
8630 ＮＫＳＪホールディングス株式会社 保険業
8698 マネックスグループ株式会社 証券・商品先物取引業
8725 ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス株式会社 保険業
8729 ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社 保険業
8750 第一生命保険株式会社 保険業
8793 ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社 その他金融業
8795 株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス 保険業
8923 トーセイ株式会社 不動産業
8953 日本リテールファンド投資法人 REIT
8968 福岡リート投資法人 REIT
8986 日本賃貸住宅投資法人 REIT
9042 阪急阪神ホールディングス株式会社 陸運業
9064 ヤマトホールディングス株式会社 陸運業
9101 日本郵船株式会社 海運業
9104 株式会社商船三井 海運業
9107 川崎汽船株式会社 海運業
9202 全日本空輸株式会社 空運業
9412 株式会社スカパーＪＳＡＴホールディングス 情報・通信業
9438 株式会社エムティーアイ 情報・通信業
9474 株式会社ゼンリン 情報・通信業
9501 東京電力株式会社 電気・ガス業
9507 四国電力株式会社 電気・ガス業
9508 九州電力株式会社 電気・ガス業
9513 電源開発株式会社 電気・ガス業
9532 大阪瓦斯株式会社 電気・ガス業
9613 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 情報・通信業
9832 株式会社オートバックスセブン 卸売業
9861 株式会社吉野家ホールディングス 小売業
9889 ＪＢＣＣホールディングス株式会社 情報・通信業
9983 株式会社ファーストリテイリング 小売業
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［別表１］ 

業種別平均得点 

区分 社数 平均点 区分 社数 平均点
水産・農林業平均 4社 48.1点 精密機器平均 26社 42.9点
鉱業平均 2社 45.8点 その他製品平均 40社 39.5点
建設業平均 43社 40.3点 卸売業平均 114社 41.2点
食料品平均 57社 42.5点 小売業平均 111社 34.9点
繊維製品平均 15社 42.0点 銀行業平均 92社 30.8点
パルプ・紙平均 7社 38.1点 その他金融業平均 20社 52.4点
化学平均 83社 39.7点 証券・商品先物取引業平均 22社 46.9点
医薬品平均 34社 45.8点 保険業平均 7社 64.2点
石油・石炭製品平均 7社 49.4点 不動産業平均 54社 42.8点
ゴム製品平均 5社 39.1点 陸運業平均 24社 41.7点
ガラス・土石製品平均 20社 36.2点 海運業平均 3社 66.8点
鉄鋼平均 13社 40.2点 空運業平均 1社 63.5点
非鉄金属平均 16社 45.7点 倉庫・運輸関連業平均 11社 39.9点
金属製品平均 28社 36.8点 情報・通信業平均 160社 43.9点
機械平均 92社 40.2点 電気・ガス業平均 16社 55.9点
電気機器平均 133社 43.3点 サービス業平均 133社 40.6点
輸送用機器平均 50社 40.8点 ＲＥＩＴ平均 28社 44.5点

二次審査対象全社平均 1471社 41.1点

（業種は東証３３業種分類＋ＲＥＩＴ） 

 

 

 

 

大和ＩＲは、資本市場に幅広い専門分野を持つ大和証券グループのネットワークを活かし、上場企業・

上場予定企業のＩＲを総合的にサポートしています。株主・投資家向けの刊行物の制作をはじめ、会社 

説明会の開催など各種ＩＲ活動のアドバイザリーにおいて、クオリティの高いサービスを提供しています。

とりわけ、企業のインターネット・ホームページによるＩＲ分野においては、各方面から高い評価をいただい

ております。 

今後も大和ＩＲでは、日本最高のＩＲコンサルティングファームを目指し、インターネットをはじめとした 

企業の様々なＩＲ活動をサポートしてまいります。  

 

【お問い合わせ先】 大和インベスター・リレーションズ株式会社  

             インターネット IR 事務局  松永/堅持  

（電話 03-5555-4111    E-mail  biz_dev＠daiwair.co.jp  ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

 
ホームページ改善のご相談ならびに個別企業ごとの評点等に関するお問い合わせは以下まで 

 
コンサルティング部 桜井 

（電話 03-5555-4014  E-mail hideo.sakurai@daiwair.co.jp） 
コンサルティング部 白鳥 

（電話 03-5555-4008  E-mail kenichi.shiratori@daiwair.co.jp） 
 


